

























規模な事故）により生ずる被害」（同法 2 条 1 号）のことであると定義されている。
526　　早法 95 巻 3 号（2020）
のための帰国邦人等の救援に係る災害派遣（当該派遣は 2 月にも行われる）


























（ 2 ）　防衛省資料「これまでの災害派遣活動」中の2020（令和 2 ）年の災害派遣実
績 https://www.mod.go.jp/j/approach/defense/saigai/2020/2020.html（URL は、す































（ 5 ）　当該調査は、JSPS 研究課題番号25516018の研究遂行の一環として行われたも
のである。したがって、本稿は、当該研究課題に係る成果の一部となっている。













































































530　　早法 95 巻 3 号（2020）
（ 1）地震防災派遣制度（自衛隊法83条の 2）
　地震防災派遣制度とは、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73















かけて、地震災害に関する警戒宣言を発し（同法 9 条 1 項）、これを発した
ときは、臨時に内閣府に地震災害警戒本部を設置するものとされている






































号） 2 条 1 項に規定する原子炉の運転等）により放射性物質又は放射線が異
（14）　当該制度の利用実績は現在までない。岡留＝今井・前掲註（ 8 ）85頁〔岡留〕。
532　　早法 95 巻 3 号（2020）
常な水準で当該原子力事業者の原子力事業所外（原子力事業所の外における
放射性物質の運搬の場合にあっては、当該運搬に使用する容器外）へ放出され
















に基づき行う同法 2 条 2 項に規定する原子力損害の賠償を除く。）のことであ


































































面総監、自衛艦隊司令官、地方総監又は航空総隊司令官」（同訓令 2 条 7 号。すな











































































24）年度には、茨城県等における突風災害に係る災害派遣（ 5 月 6 日〜 8
日）、九州北部豪雨に係る災害派遣（ 7 月12日〜21日）、北海道における暴











































































ることができることが定められ（災対法68条の 2 第 2 項前段）、かつ、この
（21）　詳細については、前掲註（16）の記述を参照されたい。
（22）　災対法68条の 2 第 1 項後段の規定は、地方公共団体に対する「事務の処理又は




















遣することができると定められていること（災対法68条の 2 第 2 項後段）か




























540　　早法 95 巻 3 号（2020）
　そして、市町村長が、防衛大臣等へのこれら通知を行ったときは、速や
かに、その旨を都道府県知事に通知しなければならないものとされている



























　制度実体面の検討は次の 3 点に焦点を絞って行う。その 3 点とは、①市
町村長の都道府県知事に対する自衛隊災害派遣制度における要請を行うこ



























































































（27）　防衛省防災業務計画（前掲註（23））の「第一総則 3 防災業務の方針（ 1 ）
災害派遣ア」。
（28）　法令用語研究会・前掲註（12）808頁。
544　　早法 95 巻 3 号（2020）
て実施された市町村への権限移譲のための一措置として、災対法68条の






の防衛大臣等への直接的な通知の権限（災対法68条の 2 第 2 項前段）に加え














































































































































衛官には、災対法及び災対法施行令の定めに従って、災対法第 5 章第 4 節
（応急措置等）において市町村長等の権限として定められている災害応急対
策としての応急措置を執ることの権限が認められている（自衛隊法94条の


































































（同法15条 5 項 2 号）が加わることとされている。他方、市町村防災計画の策定に
関しては、その策定を原則的に行う市町村防災会議の委員構成に関しては、「市町
村防災会議の組織…は、都道府県防災会議の組織…の例に準じて、当該市町村の条
例…で定める」（同法16条 6 項）とされ、災対法上明確には規定されていないが、
この点に関しても、自衛隊の参画が進んできているとのことである。
（38）　例えば、棟居快行「自衛隊災害派遣をめぐって」ジュリスト1070号（1995年）
16頁以下、岡本・前掲註（36）40〜42頁、水島朝穂「史上最大の災害派遣─自衛隊
をどう変えるか」世界2011年 7 月号112頁以下（なお、同113頁では、東日本大震災
を念頭に置いて、「大規模災害の場合、人命救助と災害救援の必要性と緊急性の観
点から、自衛隊の能力に依拠することに、現時点では合理性があった。」と評され
ている。）など。
（39）　岡留＝今井・前掲註（ 8 ）80頁〔岡留〕。
